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インドの小規模工業政策
　　　　　　　　　　　　についての覚書
真 実　　一　　美
はじめに
　インドの小規模工業といえばまずチャルカー（紡ぎ車）と手織機（ハンド
ルーム）で作られる手紡ぎ手織りの綿布＝カーディーが頭に浮ぶだろう。チ
ャルカーは独立運動のシンボルであり，今日のインド国旗にも描かれている。
マハトマ・ガーンディーはチャルカーを「民族の繁栄，そしてそれゆえ解放
　　　　　（1）
のシンボル」と位置づけた。まさにチャルカーとカーディーはインド復興の
シンボルであり，そこには過重な思いが託されてきた。今日もなおこの産業
への保護は続けられている。ガーンディーはカーディーを中軸にすえて農村
手工業と農村共同体の復活を展望し，この思想は今日もなお小規模工業につ
いてはもちろん経済発展全体に隠然たる影響力をもつ底流をなしている。し
たがって小規模工業について考えようとすれば，彼の思想を避けて通ること
はできないだろう。
　しかしカーディー産業をはじめとする伝統的農村工業の保護が今日も続け
られているとしても，今日のインドが，ガーンディーによりこれらの手工業の
保護が主張された当時のインドとは，大きく変ってしまったことも事実である。
（1）　Young　／ndia　8”！2e’21，　（M，K．　Gandhi，　lndia　of　My　Dreams，　Navajivan　Pub－
　lishing　House，　Ahmedabad，　1947，　p．　114．）
一313一
672
今日のインドで農村共同体の復活の上に来るべき社会を構想することは，幻
想にすぎないだろう。独立後開始された経済計画による重工業化路線の下で
の経済建設によって，インドの産業構造は大きくそして急速に変化してきて
いる。インド工業は今日ではほとんど全ての工業製品を，種々の問題を内包
しつつも国産化しうる地平にたどりついている。そしてこのような新たな状
況の下では小規模工業政策も自ずから変化せざるをえない。独立中大規模工
業と同じ製品を生産する近代技術を用いた近代的小規模企業が急速に増加し，
これらに対する政策的取組みもまた開始された。独立後のインドの小規模工業
政策は独立前からの伝統的農村工業保護政策と独立後始められた近代的小規
模工業育成政策との2本立で進められてきた。今日では農村・小規模工業部
門（VSI部門）という言葉がしばしば使われるのはこのためである。そして
これらの2つの小規模工業政策は，インドの経済構造と工業化の全体的構造
に規定されながら，伝統的農村工業から近代的小規模工業へ徐々に力点を移
しつつあるというのが現段階の基本的構図であろう。しかしこのような大き
な流れはインドのもつ特殊な様々の事情のために決して一直線に進むことも
できないでいる。このような状況をこの小論では概観し，インド経済さらに
は開発途上国経済におけるその位置と意味を考えたい。
1．小規模工業政策の展開
　ガーンディーにあってはカーディーに代表される村落工業の保護は，何よ
　　　　　　　　　　tりも彼の反工業主義と農村共同体の復活を体現するものであった。そのよう
な大きな枠組みの中でのみ，自立的な小生産者の保護，独占・集中の排除と
社会的公正の追求，地方分散化と地域格差の是正などという小規模工業育成
の理念ははじめて明確になるように思われる。しかしガーンディーが滅亡し
つつあったチャルカーに望みを託したという事実も確認しておかねばなるまい。
つまりチャルカー運：動は理念により推進されたユートピアの追求であり，確固
とした現実的基盤を欠いていたのである。それがもつ近代批判の視点の評価
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はともかくとして，これは忘れてはならない事実であろう。ガーンディーは
1909年にロンドンでチャルカ心なしにはインドのスワラージ（自治，独立）
はありえないということに思い至るが，この時にはチャルカーを見たことも
なかったのである。「生まれてこのかた一度もチャルカーを見たことのなかっ
たガーンディーによって，チャルカーがインドにおいてほぼ滅びつつあったま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）さにその時に，自給自足的村落を再建する鍵になると観念された」のである。
ガーンディーがカーディー生産を実現するまでの苦心は「自伝」に詳しいが，
それは屋根裏からチャルカーを引っぱり出してくる事から始められねばなら
　　　　　　　　（3）
なかったのである。
　このようなガーンディーの思想的影響のもとで，1920年代に民族運動の中心で
あった国民会議派は全インド紡ぎ人協会（All　India　Spinners’Association
－AISA）と全インド農村工業協会（All　India　Village　Industry　Associa－
tion－AIVIA）を設立し，カーディー工業と伝統的農村工業の保護・育成への実
際の取組みを開始した。この会議派の政策的対応の背後には，それらの伝統的農
村工業の衰退への対処という現実的必要だけでなく，これが当面実際に政策
の運用に関与しえない民族運動にとって唯一取り組みうる具体的な課題であ
　　　　　　　く4）
つたことがある。しかし1935年統治法の下での州自治の獲得は状況を一歩前
（2）篠田隆「ガンディーとチャルカー運動」，冨岡倍雄，梶村秀樹編『発展途上経済の研
　究』，世界書院，1981年，263ページ。
（3）　GandhiJ－i’s　Autobiography，　abridged　by　B．　Kumarappa，　Navajivan　Pub－
　iishing　House，　Ahmedabad，1952，　Chapter　81　’The　Birth　of　Khadi’および篠
　田隆「ガーンディーの経済思想とチャルカー」『アジア経済』第20巻第3号，ユ979年3
　月参照。
（4）　Tyabjj．　N．，　Capjta］jsm　in　lndia　and　Small　lndustries　Policy，　Econontic　and
　Political　VVeek！y　（EPW），　Vol，　XV　Nos，　41，42＆43，　Special　Number，　September，
　ユ980．　pp．1721－22．
　このような状況は独立までは変らないようである。例えばベンガル州政府は戦時中に
　大規模工業は全国的視野で考えられねばならないので，とりあえず小規模工業の育成
　に努力を集中するとのべている。Government　of　Bengal，1⊃ost一　VVαr　Reconst「uction
　Bengal　Government　Plan，　Calcutta，　1945，　pp．15m16・
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進させ，1938年にいくつかの州で政権を獲得した会議派は1938年に国民計画
委員会（National　Planning　Committee－NPC）を設立し独立後の国民経
済建設構想の具体的検討に着手し，経済建設一工業化にむけての取組みは
一層具体化する。しかしこの時点でのNPCの多くの小委員会の議論が抽象的
で理念的色彩が強かったのに対して「農村・村落工業小委員会」の議論が具
体的な利害の対立や政策的対応を含むものであったことは注目に値する。付
言しておけばこの小委員会の名前が「小規模工業」という語を含まなかった
ことは当時の政策の力点が伝統的農村工業に向けられており，近代的小規模
工業ではなかったことを示していて興味深い。
　この小委員会の議論には独立後今日に至るまで続いてきた小規模工業政策
をめぐる基本的理念の対立が鮮明にあらわれているので，すこし詳しく紹介
しておきたい。この小委員会の基本的立脚点は，インドの人口の圧倒的多数
（90％）が農村に居住するという状況における農村副業としての村落工業の
重要性を確認し，大工業との共存をはかるというものであった。しかし反工
業主義で伝統的手工業に執着するガーンディァンと近代的大規模工業を重視
する大資本家などとの間に激しい意見の対立が存在していた。たしかに独立
後も主張されているいくつかの点では全体的一致が見られた。それらの点は
居住地域における雇用が過度の都市化を抑制でき，雇用効果が大きく，他の
方法では利用できない資源や技能の利用を可能にし，農村の購買力を増大さ
せることができ，農村の低い生活水準のために低賃金の労働力の利用が可能
になるなどというものであった。だがいくつかの重要な点で両者の間には厳
しい対立があった。まず所得分配の平等と社会的公正についてである。ガー
ンディアンによれば機械制大工業は雇用創出効果が小さく，失業を増大させ
所得分配の不平等を激化させるものであったが，近代工業主義者はこのよう
な考えに反対したし，その一部は原因がむしろ社会体制にあると主張した。
次に伝統的村落工業の没落の原因についてである。ガーンディアンは大工業
との競争こそが村落工業の没落を引き起したと主張したが，近代主義者はこ
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のような見解は歴史の誤読にすぎないとしている。最後は具体的な政策につ
いてである。ガーンディアンにとっては村落工業と競合している大規模工業
の規制こそが最も有効な保護・育成手段であるのに対して，近代主議者にと
ってはこのような方策は貧困の中の平等を目差す時代錯誤の試みでしかなか
った。この問題についてガーンディアンのナンダは，農村住民全体の完全雇
用と十分な生活の保証がなされるまでは「いかなる大規模工業の工場の追加，
拡大，更新も……許可されるべきではない」と競合する大規模工業をライセ
ンス制度により規制することを主張し，さらに村落工業への補助金の調達を
大規模工業に対する課税により行なうことを構想した。これに対して大資本
家のサラバーイーは村落工業の保護は経済的効率に基づいて考えられるべき
であり，補助金は「村落規模での同様の商品に利益を与えるために工場規模
で生産された製品への課税によりなされるべきではない」とナンダの考えを
　　　　（5）
批判した。これらの議論の過程で，独立後の大規模工業と村落工業あるいは
小規模工業の関係についての議論の基本的な論点がすでに出そろっているこ
とは興味深い。独立後も村落・小規模工業の支持者はこれらを失業問題の即
時の解決，社会的平等の達成の最も有効な手段とし，その育成のためには大
規模工業を規制せねばならないと考えた。これに対して近代主義者はこのよ
うな主張は非合理的，非経済的であり実現は不可能と主張した。もっとも農
村の貧困や失業の解決については近代主義者の間にも多様な考え方があり，
あるものは社会体制のあり方に原因を求め，あるものは近代化一工業化の
進展に解決策を見いだした。
　以上の小委員会における対立は理念のレベルでのものであったが，その議
論の全てがこのような抽象的なものにとどまっていたのではなかった。この
小委員会には11の州および藩王国政府の代表も参加していた。その内の9が
（5＞　Shah，　K．　T．　ed．，　Rural　and　Cottage　lndustries，　Vora　and　Co．，　Bombay，　1949，　pp・
　73－74，．p．　104．
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一応大規模工業の規制による村落工業の育成に賛成していたが，それらの
議論は金融・販売面での援助のようにきわめて現実的かつ具体的な傾向が強
　　　（6）
かった。
　独立後には国民経済建設一工業化という大枠の中に小規模工業が位置づ
けられることとなった。ζの点を念頭に置きつつ独立後の小規摸工業政策の
概観に移りたい。独立後の小規模工業政策を大まかに時期区分すれば，独立か
ら第2次五ヵ年計画開始までが第1期，第2次五ヵ年計画期以降1977年のジ
ャナタ党政権成立までが第2期，ジャナタ党政権成立以降が第3期となろう。
この区分はきわめて大雑把なものであり，特に第2期は1916年から1977年と
いう非常に長い期間に亘っており，いくつかの小段階に分けることができる。
　第1期の独立後から第1次五ヵ年計画終了までの期間には，近代工業と伝
統工業の技術的選択をめぐって議論がなされた。この時点では近代的小規模
工業はほとんど取るに足らなかった。そしてこの時期に伝統工業である手工
芸，絹工業，ハンドルーム工業，カーディーおよび農村工業，ヤシ繊維工業
などを担当する全国的な諸機関が作られ，これらの育成が精力的に取り組ま
れた。しかし少し遅れて中央小工業機構（現在の小工業開発機構，SIDO）と
その下部機関である小工業指導相談所が諸地域に設けられ，また小規模工
業製品の販売のために全国小工業公社（NSIC）が設けられるなど，近代的小
規模工業のための制度的枠組みも整備されていった。この期間の後半から第2
次五ヵ年計画期の中頃までに雇用と地方分散を重視するカルヴェ委員会（Karve
Commitee）と近代的な都市小規模工業の育成を主張するフォード財団がスポ
ンサーとなった国際計画チーム（lnternational　Planning　Team）の報告が相
（6）例えばベンガル州政府Director　of　IndustriesのS．　C。　Mitra，ハイダラーバード
　藩王国Director　of　IndustriesのA．　Mohiuddinは原則論には触れず，協同組合化に
　よる販売・金融の組織化などの具体的方策についてのべている。Shah，　K．　T，　ed．，op．
　cit．，　pp．116－122およびpp．135－137．
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次いで発表された。結局伝統的村落工業への保護と地方分散化の重視が主流
にとどまったが，その中で近代的小規模工業の足掛りが作られた。
　第2期は全体として近代的小規模工業へ重点が移行していった時期である。
第2次五ヵ年計画は移行期といってよい。工業団地計画，NSICの機械の分
割払い計画がこの時期に始まった。共通生産計画や関連工業の育成など大規
模工業との分担分野の確定や分業関係の形成についても，政策的取組みが開
始されるがこの時点ではあまり成果が上がらなかった。第2次五ヵ年計画は
マハラノビス・モデルといわれる重工業優先の開発路線を採用したので有名
であるが，これは資本節約と雇用の問題に対処するため消費財部門を家内工
業とりわけ伝統的村落工業に委ねるものであった。第3次五ヵ年計画では小
規模工業の生産性増大と合理化が重視され関連工業の育成が主張され，小規
模工業がもっぱら生産すべき留保品目を設定した。なお地域格差の是正を目
差す最初の地域政策的アプローチからの小規模工業育成政策としての農村工
業プロジェクト計画もこの時期に始まった。第4次五ヵ年計画期の1969年に
は14主要商業銀行の国有化がおこなわれたが，その主な理由には農業部門や
小規模工業部門への融資の増大がうたわれていた。また指定カースト，指定
部族民などの社会的に不利な状況におかれている弱者部門の経済的発展のた
めに小規模工業が奨励された。近代的小規模工業に関しては国営工業局が国
営企業の関連工業についてのガイドラインを発表し，下請紹介所が設置され
るなど，関連一下請工業の育成に力が入られた。また前の計画期の末に後進
地域の開発に関する2つの委員会が任命され，その勧告により後進県開発計
画が開始された。
　第3期は1977年のジャナタ党政権の成立によって画される。ジャナタ党政
権は短命に終ったため見るべき具体的成果はほとんどないが，小規模工業政
策の大きな見直しを行った。1977年の産業政策決議は，これまでの会議派政
権が大規模工業を優先する工業化路線をとってきたと批判し，「農村地域の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）小さな町に広く分散した村落および小工業の効果的促進」を目標とするとの
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べた。これは失業問題の深刻化と地域格差の拡大という状況が，これまでの
一連の地域政策を越えた対応を必要としていたからである。具体的には零細
工業という新たな範疇の設定と県工業センター（DICs）計画の開始である。零
細工業とはとりわけ小資本（当初は10万ルピー以下）で5，000人以下の町に立
地するものとされた。DICsはそれぞれの県に設け，そこに小および農村工
業の育成に関する業務を一本化してより効果的に工業の地方分散化を遂行し
ようというものであった。これらは1980年に政権に復帰したインディラ・ガ
ーンディー政権の下でも結局受け継がれ，第6次五ヵ年計画の中心課題とな
り，特にDICsは現在では全国のほとんどの県に設けられるようになった。
　以上大まかに見てきたように独立後の小規模工業政策は大勢としては伝統
的農村工業の保護から近代的小規模工業の育成とそれと大規模工業との社会
的分業関係の創出・強化へと変ってきたといえよう。しかし全体としてはこ
のような傾向がみられるにもかかわらず主要には雇用問題への対処という側
面で伝統的農村工業保護政策も依然として継続されている。ここにインドの
もつ特殊な状況の反映がみられるのである。
2．小規模工業政策の理念と目的
　インドでは小規模工業政策の目的として，（1）雇用の即時大規模な創出，
（2＞所有・立地および所得の公正な分配の見地からの集中の排除，（3）新
企業家への機会の提供，（4）小資本・資源の動員，（5）都市の非計画的成長
の制限，（6）地方の資源の有効利用，（7＞地方的自給⊥一少なくとも消費財
についてまた中間商人を排除するため一，（8）成長の地方分散的形態の創
　　　　　　　　　　　（8）出などがあげられている。
（7）　Arora，　R．　C．，　lndvstry　and　Rurat　Develop7nent，　S．Chand　and　Company，　New
　Delhi，　1978，　p．190．
（8）　Goyal，　S．K．，　K．　S．Chalapati　Rao　and　Nagesh　Kumar，　Small　Scale　Sector
　αnd　Big　Business，　The　Corporate　Studies　Group，　The　Ind｛an工nstitute　of　Pub－
　lic　Administration，　New　Delhi，　1984，　pp．3－4．
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　雇用の創出は常に真先に言及される小規模工業育成の論拠であった。この
問題がなによりも優先されるということは，インドのみならず深刻な雇用問
題に直面している多くの開発途上国にとってもこれが焦眉の問題であり，驚
くことではないのかもしれない。しかしなぜ小規模工業にそのような大問題
の解決が期待されるのであろうか。小規模工業が大規模工業よりも雇用吸収
力が大きいと考えられてきた論拠として，小規模工業のほうが単位資本あた
りの投入労働量が大きいという仮定がある。この一見奇妙な論理は小規模工
業と大規模工業がそれぞれ異なった技術と生産の様式をとっているという前
提に基づいている。つまり大規模工業が輸入の近代的技術に基づく機械によ
る生産であるのに，小規模工業は伝統的技術にもとづいた手工業だという仮
定に依拠している。この想定は独立前ならともかく今日では実態にそぐわな
いものとなっている。またかかる小規模工業にお・いては労働の生産性はきわめ
て低く，したがってきわめて低い水準の所得しか保証しえないことになるで
あろう。しかもこれらの伝統的小規模工業が近代的大規模工業との競争にお
いて生き残るためには，政府が多額の補助金や税制上の優遇措置などの援助
を与えることが必要となる。こうして伝統的小規模工業の保護は近代主義者
にとっては経済的に非合理であるだけでなく，これらの保護により近代工業
の発展を阻害するものでしかない。たしかに経済合理性の見地からは伝統的
工業への固執は時代錯誤でしかないが，今日の失業問題の深刻さとその一層の
激化はジャナ霧島政権の経済政策の見直しにおける伝統的農村工業の再評価
のように，簡単にこの部門が斬り捨てられるものでもないことを示している。
　つぎに社会的公正の達成というもう一つの重要な目的についてみよう。イ
ンド憲法（1950年施行）はその理念を示している「国家政策の指導原理」で国
民の福祉の増進と社会的公正の達成を掲げている。社会的公正の達成はイン
ドが目差す「社会主義型社会」の理念において大きな位置を与えられてきた
が，小規模工業政策でもこのことは同じである。だがこの小規模工業を社会
的平等を達成する手段，つまり独占的大企業の成長一経済力の少数者への
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集中を排除する手段とする考え方はインドの小規模工業政策の際立った特徴
である。このような考え方は経済的な思考のみでは理解しにくいが，これは
かーンディァン的な思考に始まる。絶望的とも言える失業問題に直面してい
るインドでは多くの人間に雇用を与えることは少なくとも一定の所得を与え
ることであり，それだけで一定の意味をもち所得分配の公正に貢献するよう
に思われる。さらにガーンディアンによれば小規模工業家は基本的には独立
自営業者と考えられてきた。これは彼らにとって小規模工業問題を考える際
に常に農村の職人層によって担われてきた伝統的農村工業がもっとも重要視
されてきたこととも関連しているように思われる。つまりガーンディアンの
目差していた社会とは，少数の国営および民間の大規模基幹産業を別とすれ
ば種々の自営業者により構成された社会であった。自営業者においては所有
と労働の分離はありえず，雇用労働の利用に基づく人間による人間の搾取も
ありえないと考えられたからであった。たしかにスワラージとアヒムサ（非
暴力）というガーンディアンの根本原理の実現がここでは期待できそうに思
われる。この自営業者への固執もインドの小規模工業政策の特徴の一つとな
っている。
3．小規模工業政策の運用と現実
　インドでは小規模工業は伝統的農村工業と近代的小規模工業からなり，前
者はそれぞれの担当機関の管轄下にあり，後者は一定の固定資本投資額（現
在は工場の建物および機械）以下の企業を対象としている。もっとも後者の
場合でも現実に種々の便宜を受けるためには州の工業局に登録される必要が
あり，投資基準を満たす全部の企業が小規模工業に与えられる保護・奨励の
恩恵に浴しているわけではない。これらの小規模工業は政府が政心的に経済成
長と工業化を誘導していくために企業の設立・拡張を厳しく規制している1951
年工業開発規制法（lndustrial　Development　and　Regulation　Act）によるラ
イセンス制度から自由である。これとは異なった基準に基づいているが組
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織部門と非組織部門という分け方もある。組織部門とは工場法の適用を受け
るもので，10人以上を雇用し動力を使用する企業と動力を使用しない20人以
上のすべての企業がこれに属している。組織部門の企業は1948年工場法に定
められた労働条件（健康，安全，労働災害，労働時闇，有給休暇など）を満たす
ことを義務づけられている。これに対し非組織部門つまり小規模工業企業は
このような義務からも自由である。もちろんこのことは非組織部門では労賃
が低く労働条件もより劣悪であるということを意昧しており，労働市場の二
重構造が問題となっている。しかしこのような政策の枠組みの中では小規模
工業は企業の設立などが容易であり，低賃金労働力を利用できるという有利
さをもっことも事実であろう。そしてこれに加えて税制上の優遇，様々な金
融機関による優先的貸付，補助金の交付，留保品目の指定，政府の優先的購
入，分割払い計画による機械設備の提供などの多様な援助が与えられている。
税制上の優遇では取引税の全面的あるいは部分的免除が重要であり，金融上
の援助も国営や州営の金融公社などに加えて国有化された商業銀行の役割が
大きい。
　まず小規模工業政策のはらむ種々の問題の具体的事例の一つとして小規模工
業の投資基準について考えよう。VSI部門のなかでも近年目覚しい成長をみせ，
大きな位置を占めている近代的小規模工業はSIDOの指定した投資基準以下の
企業である。しかしこれは登録の資格を持つというにすぎず，実際に存在する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9＞この基準以下の企業が全て小規模工業として登録されているわけではない。こ
の基準は第1表のようにこれまでしばしば変更されてきたが，資本規模の引き
上げはインフレーションの進行，技術革新などを考えれば納得しうる面もある。
しかし実態はそのような面にのみとどまらないという。1972年の投資上限は関
連工業で100万ルピー，小規模工業で75万ルピーであった。だが小規模工業の
（9）文盲および小規模工業への優遇措置に対する無知などのために，「小規模企業の総
　数のほんの一小部分だけが公認されていただろう」という。Ibid．，p．1L
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第1表　小規模工業の投資限度額 単位　10万ルピー
小 規　模　工
? ?
連 工
? ?
細　　工　業
1960
P965
P975
P980
5以下
V．5　ク
P0　　〃
Q0　　〃
ユ0
P0
P5
Q5
以下
???
2
1以下（1977）
@〃
（注）1960年は土地，建物，機械への投資額，以後は機械のみ。
資本規模別の企業構成を1972年の小規模工業センサスのデータによる第2表に
よって見れば90％以上の企業が10万ルピー以下のものである。唱したがって，次
のような評価は決して的外れではない。資本規模の上限引き一上げは「小企業
（the　small）のなかで最も大きなもの（the　biggest）である企業に直接有利で
あり得るにすぎ」ず，　「この部門で圧倒的多数を構成しているより小さな企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）業は以前よりもより大きなハンディキャップと競争に直面せねばならない」。
このような事実は現実がガーンディアンの考えたような平等な自営業者の社
第2表　プラントおよび機械への投資規模別分布（1972年）
プラントおよび機械へ
ﾌ投資（100Gルピー）企　　　業　　　数 全体　に　対す　る范ｦ　（％） 累　積　比　率（％）
25まで 102，085 73．14 73．14
26から50 14，986 10．74 83．88
51から100 10，319 7．39 91．27
101から300 8，729 6．25 97．52
301から600 2，475 1．77 99．29
600以上 983 0．71 100．00
計 139，577 100．00 一
（資料）Developrnent　Cornmissioner，　Small　Scale　Industries，　AU　lndia　Report　on　the
　　Census　of　Smαll／ndustrial　Units，　Vol．　n　（Tables），1977．による。
　　　Goyal，　S．　K．　et　al，　op。　cit．　　（6），　p，17より重引。
（10）　Jbid．，p．18．
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会という理想からはますます遠ざかっていることを示唆しているようだ。こ
のような状況は小規模工業内部の不平等の拡大を物語っている。しかし政
府がこれまで推進のために努力してきた小規模工業の生産性の改善とりわ
け関連一下請関係の形成つまり大規模工業と小規模工業の間の分業関係の
創出という点からみれば小規模工業の近代化と規模の拡大も不可避であろう。
そして明らかに政策の重点がここに置かれており，小規模工業の国民経済へ
の統合と資本主義化が急速に進んでいるように思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　（ll）　次に繊維産業の構成の変化をみよう。インドの繊維工業は，大規模機械工
場である工場部門（mill　sector），機械制小規模工業であるパワールーム部
門，手織機を使うハンドルーム部門，手紡ぎ手織りのカーディー部門からな
っている。このうち工場部門を除く3部門が地方分散部門（decentralised
sector）と呼ばれている。ライセンス制度の運用による工場部門の成長の凍
結，差別的な税制度，地方分散部門への一定の品目の留保，補助金の交付な
どの政府の政策もあって工場部門の生産は絶対的にも減少しており，70年代中
期以降地方分散部門の生産は工場部門を凌駕するようになっている。地方分散
部門の生産におけるカーディー部門の割合は今日では2％にも満たない状態
となっており，残りは他の2部門がほぼ折半している。最近はパワールーム
部門の成長が著しく，ハンドルーム部門の比重は低下しっっある。なお徒
心ディー部門を除く他の2部門は工場部門から糸の供給を受けている。最
（11）繊維産業とりわけpowerloom部門の急成長とhandloom部門の衰退については以下
　を参照。
　Saha，　S．N．，　Trends　in　the　Textile　lndustry　and　the　Dilenma　in　lndian　Tex一一
　tile　Policy，　EPW，　Vol．　Xvrl　No．　9，　Feb．　27，　1982．
　Eapen，　M．　and　R．　Nagaraj，　Textiles　and　lndustrial　Growth，　EPVV，　Vol．　ma　No，
　12，　Mar．　19，　1983．
　Jain，　L．　C．，　Handloom　Face　Liquidation－Powerloom　Mock　at　Yojana　Bha－
　van，　EPW，　Vol．　Xve　No．　35，　Aug．　27，　1983．
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近は化繊，化繊混紡製品も見られるようになったとはいえ，インドではまだ
綿製品の比重は80％近くで圧倒的である。
　カーディー工業はかって民族運動のシンボルとなったように，いわば伝統
的村落工業の象徴と言ってよいだろう。カーディー工業では第1次五ヵ年
計画期に4錘，木製の改良型のアンバル・チャルカーが導入されて生産の
効率化がはかられた。しかしそれでも紡ぎ手の賃金は工場の1／4にすぎず，
残りを補助金などに依存せねばならなかったのである。結局当初考えられて
いたように繊維製品の大半を供給することはおろか，様々な助成措置にもか
かわらず，その生産は低迷を続けている。アンバル・チャルカーが期待され
た成果をあげえなかったのは，なによりも製糸の生産コストで工場部門に太
刀打ち出来なかったからである。この原因は導入の時期が遅すぎたこと，手
労働に固執したことにあろう。このことは日本の経験と比較すれば一層明ら
かになるように思われる。日本では近代技術の導入と並行して在来技術の改
良がおこなわれ，例えば木製のガラ紡のような中間技術が在来綿業の生き残
　　　　　　　　　　　　　　　　（12）りに大きな貢献をしてきたのである。この一つの要因として当時は在来技術
と近代技術の格差が，今日ほど大きくなかった事もあげられよう。
　次に伝統工業で最大の雇用を持つハンドルーム部門に移ろう。この部門に
従事するものは500万人を越え，伝統工業の全従業者数の約半分そして近代
的小規模工業全体に匹敵する雇用をもたらしている。この部門は今日でも全
国に分布し，経済的に無視しえない大きな存在となっている。カーディーの
復興が叫ばれた頃にはすでにこの部門は手織工のほとんどを抱え，問屋制支
配に組み込まれていた。独立後は厳しい規制のため工場部門は生産の絶対量
すら減少させており，工場部門の減少は地方分散部門によって埋め合せられ，
（12）　Nakaoka，　T．，　The　Role　of　Domestic　Technical　lnnovation　in　Foreign　Tech一一
　nology　Transfer－The　Case　of　Japanese　Cotton　Textile　lndustry一，　Osaka
　City　University　Economic　Review，　No．　18，　1982，　pp，54－55．
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ハンドルーム部門にも一定の成長をもたらした。しかし近年地方分散部門の
内部でパワールームという近代技術に依拠する新たな形態が急成長をみせて
いる。これは元来第2次五ヵ年計画期間中にハンドルームの技術向上を意図
して導入されたもので，ぼぼ工場部門の非自動織機に相当する能力を有する
4台以下の機械をもつ企業の場合がパワールーム部門とされた。そしてこの
部門はハンドルーム部門と同様の税制上の優遇措置を利用できたので，短期
問のうちにハンドルーームを追い抜いたのである。しかしパワールームは，ハ
ンドルームの6倍の生産能力を持ちおよそ半分の労働力しか必要としないの
で，パワールームによるハンドルームの駆逐は深刻な雇用問題を当然引き起
さざるをえない。このパワールーム部門は糸の供給では工場部門に，販売に
ついては商人に依存しており，成長を抑制されている工場部門が低賃金利用
や規制逃れなどのために利用する「下請関係Jも見られるという。また多く
のパワールームが工場部門のべナミ（名目）所有であるとの指摘もある。し
かもこれらの企業は，全国に分布するハンドルームとは異なって，3／4がマ
ハーラーシュトラ，タミル・ナードゥ，グジャラートの6つの町に集中してい
て，地域格差を拡大しかねないという。
　しかしながら種々の矛盾とりわけ失業問題の激化を含みながらも，近年地
方分散部門の内部で大きな構造変化が急速に進みっつあることは間違いない
だろう。そして工場部門と地方分散部門の区別と差別塵取り扱いも現実には
両者の関係を糸の供給にみられたように完全に切断するものではなく，この
ような両部門の関係は今後も強まりこそすれ弱まることはないだろう。ハン
ドルーームからパワールームへの移行はその価値判断はともかくとして事実と
してまず捉えられねばなるまい。伝統工業の放棄は雇用問題を考えれば早急
に実現しえぬとしても，この部門が徐々にフェイドアウトしょり効率的な近
代的小規模工業に取って代られることは，長期的に見れば避けられないと思
われる。しかし問題はこれがどのような形をとるかということであろう。
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　むすびにかえて
　インドの小規模工業政策は，これまでに見てきたように，一方でガーンデ
ィァン的な雇用面を重視した伝統的農村工業保護の方向と，他方では工業化
の促進に寄与することを期待された近代的小規模工業の育成と関連化の促進
という方向との間で揺れ動きながらも，後者への傾斜をなしくずし的に強め
てきた。「漸進的革命」という言葉は，F．　R．フランケルが独立後のインド
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）の政治・経済の総体を描写する際に用いたものであるが，小規模工業につい
てもその急速な成長が「革命」という名に値するかどうかはともかくとして
漸進的変化の過程にそれがあることは確かであろう。
　例えば第2次五ヵ年計画は国営企業中心の重工業化路線の開始としてとら
えられている。これが大規模工業と相互補完の関係にある近代的小規模工業
の必要を作りだしたことも疑い得ない事実である。だがこの計画の基本構想
となったマハラノビス構想は国営の重工業へ重点的に資本を割当て，消費財
部門では既存の伝統的農村工業に依拠して追加資本の必要を回避しながら雇
用の大規模な維持・創出を期待していたことを見逃してはならない。確かに
第2次五ヵ年計画以降，近代的小規模工業は量的に成長の速度を速め，小規
模工業政策全体が近代的小規模工業に傾斜していったことは否定しえない。
しかしこのような変化がマハラノビス構想に見られるように，近代化路線の推
進が，伝統的農村工業を近代化によって生じた諸矛盾のバッファーとして利
用しながら，行われてきたことを見逃してはならない。
　また同じ問題を別の側面から見ることになるが，インドの経済政策と工業化
の展開は政治との関係を抜きには語れない。最大の民主主義国と呼ばれるイン
ドは議会制民主主義が機能している数少ない開発途上国であり，他の開発途上
国の直面している国民統合の苦悩を集約するような形でもっている。つまりイ
（13）Frankel，　F．　R．，1屈‘α’s　P・liticαI　Ec・n・肌ツエ94・7－1977－The　Grαdual　Rev－
　olution，　Princeton　University　Press，　Princeton，　1978．
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ンドでは社会集団がカースト，宗教，言語などの雑多な要素から成り立ってお
り，その各々が分裂の要因となりうる社会である。この社会はたんに多様な，
複合的なモザイク社会というよりも多くの不揃いの構成要素から成り立ってお
　　　　　　　04）り「まだら模様」の社会という方がより実態に近い。現在の重大な政治問題
の一つであるシーク教徒の分離独立運動のように，ほとんどの政治問題は常
に国家としての統一性を常に脅かすものに転化しうるのである。インドの経
済政策と工業化の展開においてはそれゆえ国民統合という政治的配慮が経済
　　　　　　　　　　　　　（15）的合理性に優先するものであった。そしてそれゆえに小規模工業政策の理念が
リップサービスにすぎないという批判にもかかわらず，そのようなリップサー
ビスを与え続けねばならない社会的背景と必要があることに注意したい。こ
れは他の多くの開発途上国にもあてはまるように思われる。
　政治はこのような点を除いてもそれぞれの国の経済発展や経済構造に大き
な影響を与えるものである。インドのライセンス制度は民間企業の発展を大
きく規定してきた。今日ではこの制度は百害あって一利なしと批判もみられ
　（16）
るが，この制度は社会的公正と経済成長を同時に達成しようとする混合経済
体制の根幹をなすものであった。小規模工業はこの混合経済体制の枠組みの
中で社会的公正の保証と雇用の増大，工業化の促進などの多様な目的に寄与
することを求められていた。しかし独立後の発展はこのような目的の実現か
（14）近藤治「序章」，近藤治編『インド世界一その歴史と文化』，世界思想社，1984年，
　3ページ。
（15）インドは異質なエスニック集団の存在を容認する「エスニック的多元主義を民族主
　義イデオロギーの一部として容認している」世界でも数少ない国の一つである。（R．ス
　タベンハーゲン「エスニック問題と社会科学」，岩波詩趣編集部編『現代世界の危機
　と未来への展望』，岩波書店，1984年，195ページ。
　インドのこのような政策は国民統合という政治的側面についてみるならばむしろ肯定
　的に評価されうる。しかし経済的にはそれが多くのコストを必要としてきたことも否
　定できない。
（16）　Acharya，　S，，　Towards　Reform　of　lndustria］　Po］icy，　in　M．　S．　Adiseshiah　ed．，
　Seventh　Plan　Perspective，　Lancer　lnternationa］，　New　Delhi，　1985，　p．147．
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らはほど遠いものである。とりわけ1960年代以降の深刻な工業停滞はなしく
ずし的に自由化を進行させてきている。VSI部門でもこれまでにみたように
なしくずし的に近代化が進められてきた。しかし1977年のジャナタ党政権の
成立は経済政策の見直しを追り，雇用問題に対処するために伝統的農村工業
の保護，零細工業，DICsなどの新たな政策を導入した。これ以降も伝統的
農村工業の見直しは言葉だけにすぎないとしても繰り返し叫ばれてきた。イ
ンドの小規模工業政策は基本的には近代化への傾斜を強め，工業基盤の強化
と拡大に積極的役割をはたすことがますます期待きれているが，雇用問題の
加速する深刻化のために一挙に伝統的農村工業を整理していくこともできず
にいるのである。そしてインドのように小規模工業政策が近代化に傾斜しつ
つも，雇用と平等に留意せねばならないということは，他の多くの開発途上
国にとっても各々の特殊事情に規定されながらも全体的にはあてはまるよう
である。少なくともインドでは近代化は他の部門の変化と同様に漸進的にし
かなされえないように思われる。この小論はインドの小規模工業政策をきわ
めて大雑把にかついくっかの問題に限定してみることで，インドの小規模工業
とその政策のもつ問題点を，自分なりに印象を拾い集めるような形で整理して
みたものである。より具体的かつ首尾一貫した研究は今後の課題としたい。
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